
ASBJ、2月17日にも決定へ

「金融負債の分類及び測定」の
見直しの概要が明らかに
　企業会計基準委員会（ASBJ）は2月17日にも、「金融商品会計基準（金融負債の分類及び測定）
の見直しに関する検討状況の整理」を決定する予定だ。検討状況の整理では、公正価値オプションお
よび複合商品の区分処理を含め、主に金融負債の分類および測定に関する論点を取り扱っている。2
月17日にも決定する予定。その後、意見を募集した後、2011年第3四半期に公開草案を公表する。

償却原価で測定も条件により公正価値で測定するケースも
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　企業会計基準委員会では、現在、コンバージェ
ンスの観点から、企業会計基準第10号「金融商
品に関する会計基準」の全面的な見直しを行って
いる。すでに、「金融資産の分類及び測定」に関
しては、昨年8月に検討状況の整理が公表されて
いる。今回の検討状況の整理はこの第2弾となる
ものであり、すでに国際会計基準審議会（IASB）
が公表しているIFRS第9号「金融商品」とのコ
ンバージェンスを念頭に置いたものとなっている。
適用範囲は金融負債と複合商品の一部
　具体的な内容をみると、まず、適用範囲は、原
則、金融負債に係るものとされるが、主契約にデ
リバティブが組み込まれている複合商品について
は、当該複合商品の主契約が金融資産に該当しな
いもののうち、払込資本を増加させる可能性のあ
る部分を含まないものすべてを対象とする方向だ。
　金融負債の発生の認識は現行のとおりとされ、
今回の検討状況の整理では、特段の検討は行われ
ていない。金融負債の分類については、①売買目
的による金融負債、およびデリバティブ（金融保
証契約に該当するもの、指定された有効なヘッジ
手段であるものを除く）、②金融保証契約、③市
場金利よりも低い金利を貸出条件とする貸出コ
ミットメントを除き、当初認識後、償却原価で測
定するものとして分類することとされている。
　しかし、金融負債を公正価値で測定し評価差額

を純損益に認識するものとして当初認識時に指定
することを容認することも考えられるとし、条件
として、①このような指定を通じて、資産もしく
は負債の測定、または資産もしくは負債に関する
純損益の認識に生じる不整合が、取り除かれるか
大幅に削減されること、②金融負債のグループ、
または、金融資産および金融負債のグループが文
書化されたリスク管理戦略に従って公正価値ベー
スで管理され業績評価されており、当該情報が企
業の経営幹部に対して提供されていることのいず
れかに該当する場合に限ることとしている。
3つの要件が必要
　契約の一方の当事者の払込資本を増加させる可
能性のある部分を含まない複合商品については、
原則として、それを構成する個々の資産または負
債と区分せず、一体として処理することが考えら
れるとしている。複合商品に組み込まれたデリバ
ティブは、①組込デリバティブの経済的特徴およ
びリスクが、組込対象である主契約の経済的特長
およびリスクと密接に関連していないこと、②組
込デリバティブと同一条件の独立したデリバティ
ブが、デリバティブの定義を満たすこと、③当該
複合商品について、公正価値の変動による評価差
額が純損益に反映されないことの3つの要件を満
たした場合には、組込対象である主契約とは区分
して公正価値で測定し、評価差額を純損益に認識
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することが考えられるとしている。
公正価値で測定
　金融負債の当初認識については、当該金融負債
の公正価値により測定することが考えられると
し、償却原価で測定するものとして分類される金
融負債について、当初認識時における付随費用
（支払手数料等）は、金融負債の当初認識時の測
定に含めることとしている。
　当初認識後については、たとえば、売買目的に
よる金融負債、およびデリバティブ（金融保証契
約、指定された有効なヘッジ手段であるものを除
く）については、公正価値で測定し、評価差額を
純損益に計上することとされている。
リサイクリングの禁止または要求？
　公正価値で測定し評価差額を純損益に認識する

ものとして当初認識時に指定された金融負債につ
いては、公正価値で測定したうえで、評価差額
を、①金融負債の公正価値の変動額のうち、当該
負債の信用リスクの変動に起因する金額は、その
他の包括利益に表示、②当該負債の公正価値の変
動額のうち、当該負債の信用リスクの変動に起因
しない金額は、純損益に表示する。
　また、同金融負債について、当該負債の満期前
に負債の消滅が認識される場合、当該負債の信用
リスクの変動に起因するものとしてその他の包括
利益累計額に認識された金額の取扱いについて
は、組替調整（リサイクリング）を禁止する案と
組替調整（リサイクリング）を要求する案の2つ
を提示し、意見を募ることとしている。

※A社の株主である親会社に対するＢ社株の割当てを省略

【図7】 営業権に関する議論は不毛？

【図表1】公認会計士試験制度の概要
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【図2】特定医療法人化と本件相続の関係
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【図3】本件自己株式の譲渡の概要（平成16年5月期）

③債権（3億2470万円）

②①債権を1億6200万円
で取得

③自己株式（34万株） 債務者会社債権者会社

100％出資

100％出資

新設医療法人

新設医療法人

A国

日本企業

利子20

A国企業

日本

軽課税国・地域

A国

子会社
所得20

子会社設立
（金銭出資）

臨時株主総会 臨時株主総会

特
定
医
療
法
人
の
承
認
申
請
の
遂
行
、

定
款
変
更
の
認
可
の
手
続
を
決
定

ステップ1 ステップ2 ステップ3

2009

2016

2015

2014

2013

2012

2011

2010

2009

2016

2015

2014

2013

2012

2011

2010

違反事実
および課
徴金の額
を認める旨
の答弁書
が提 出さ
れた場合

2012年にIFRSを強制適用するか否かを判断

1．試験体系を3段階5回から1段階2回（短答式試験、論文式試験）に簡素化
2．試験の一部免除の拡大等
　  ・短答式試験合格者に対する再受験免除制度（2年間）の導入
　  ・論文式試験における科目別再受験免除制度（2年間）の導入
　  ・企業などにおける実務経験者に対する財務会計論の免除
　  ・専門職大学院修了者などに対する短答式試験3科目（財務会計論、管理会計論、監査論）の免除
3．実務経験の位置付け変更（公認会計士の登録要件に変更）
4．会計士補の資格の廃止等

平
成
1
8
年
度
か
ら
実
施

（
2
0
0
6
年
度
）

※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）。

※注　平成22年試験から、短答式試験が年2回（12月と5月）に増える。

※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）

各地域の
経済産業局

①申請①申請 必要書類の交付と
投資契約の締結 確定申告

ベンチャー企業

事業主 配偶者 後継者

投資家

税務署

②確認②確認 公告 2月願書受付 11月発表 実務教育環境

＜短答式試験＞
（5月末、6月初頃

実施）

 ・財務会計論
 ・管理会計論
 ・監査論
 ・企業法

＜論文式試験＞
（8月頃実施）

 必須科目  選択（1科目）
・会計学 ・経営学
・監査論 ・経済学
・企業法 ・民法
・租税法 ・統計学（IT）

＜監査業界での実務経験
（業務補助）＞

＜経済界等での実務経験
（実務従事）＞
（2年以上）

※試験合格前後不問

＜座学研修（実務補習）＞
（1～3年）

日本公認会計士協会による
終了考査の合格が条件

※注
合
格
者

免
除
者

資
格
取
得

・登
録

合
格

公　

認　

会　

計　

士

（出典：金融庁資料を基に編集部作成）

【図】3月決算法人が初回の認定申請を行う場合
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▲
初
回
の
認
定
申
請

※注　平成22年試験から、短答式試験が年2回（12月と5月）に増える。
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二段階目の合格のインセン
ティブが減じられ、資格制度
への魅力が損なわれるので
はないか
▶仮に、資格登録と監査登録を
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○金融負債を公正価値で測定し評価差額を純損益に認識するものとして当初認識時に指定された金融
負債で、当該金融負債の信用リスクの変動に起因する金額を、その他の包括利益に表示する場合
①　当該負債の信用リスクの変動に起因する公正価値の変動額累計
②　当該負債の帳簿価額と満期時点で当該負債の保有者に支払われる金額との差額
③　その他の包括利益に認識された金額について、純資産の部における移動額およびその理由（リサイクリングが禁
止される場合）

④　当期中に当該負債の消滅が認識される場合、その時点で、その他の包括利益累計額に計上されていた金額（リ
サイクリングが禁止される場合）

⑤　その他の包括利益に認識された金額について、純資産の部から純損益への振替額（リサイクリングが要求される場合）

○金融負債を公正価値で測定し評価差額を純損益に認識するものとして当初認識時に指定された金融
負債で、当該金融負債の評価差額をすべて純損益に表示する場合
①　当該負債の信用リスクに起因する部分の公正価値について、当期中の変動額および変動額累計
②　当該負債の帳簿価額と満期時点で当該負債の保有者に支払われる金額との差額

○金融負債を公正価値で測定し評価差額を純損益に認識するものとして、当初認識時に指定された金
融負債について
①　当該負債の信用リスクに起因する部分の公正価値の変動額について、算定方法および当該方法を使用した理由
②　要求される開示によって当該負債の信用リスクに起因する公正価値の変動額が忠実に表現されないと判断され
た場合、その理由、およびその他有用と考える要因

③　当該負債の信用リスクに起因する公正価値の変動額をその他の包括利益に計上することによって、純損益におけ
る会計上のミスマッチを生じさせる（または拡大させる）と判断した場合、経済的関係を含め、その根拠

○借入金に関する契約違反について
①　当期中に借入金の元本、利息、減債基金、償還条件に関する債務が不履行となった場合、その旨および条件
②　貸借対照表日において債務不履行となっている借入金の帳簿価額
③　財務諸表の公表が承認される前に債務不履行が解消された場合、または当該借入金の条件が再交渉されている場合、その旨

5年又は2年の
いずれか選択

【表2】本件訴訟における争点

【図】加入対象者の範囲の拡大

【参考】「事業再生に係るDES（Debt Equity Swap：債務の株式化）研究会報告書」より抜粋

【参考】初回申請時の添付書類の改正

【図表1】各証券取引所の独立役員の確保状況

（1） 弁護士の代理出席の拒絶による本件決議の違法性の有無
（2） 本件委任状のうち添付資料のないものを無効として取り扱ったことによる本件決議の違法性の有無
（3） 本件委任状のうち押印のないものを無効として取り扱ったことによる本件決議の違法性の有無
（4） 議長不信任の動議を採り上げなかったことによる本件決議の瑕疵の有無
（5） 裁量棄却の可否

3．具体的な事例へのあてはめ
（2）回収可能部分を含むDES
　合理的に回収不可能とされた部分に加え、回収可能とされた部分もDESを行う場合、現物出資
債権の評価は回収可能額となる。このため、債権の券面額と回収可能額の差額が債務者側で債務消
滅益（債権者側では譲渡損）として認識されることとなる。下図では、回収不可能債権100に加
え、回収可能債権100についてもDESする場合に、現物出資債権の評価額は100となる。

※　通過率は、その段階の試験の合格者数を前段階試験の合格者数（一段階の試験の場合は受験者数）で単純に除したもの。
　　前年以前の前段階試験の合格者等がいるため、前段階試験の合格者数が次段階試験の受験者数とはならない。

（出典：金融庁）
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❶上場企業 約3,900社

❸会社法大会社 約10,000社から
①、②に含まれるものの数
を除く

有価証券報告書提出会社
（①、②）以外の

（資本金５億円以上、又は
  負債総額200億円以上）

❹①、②、③以外の
株式会社

約250万社から
①、②、③に含まれるものの
数を除く

❷金商法開示企業 約1,000社
（①以外）

所得区分に関する裁判所の判断所得区分に関する裁判所の判断

注記事項注記事項

東　京 大　阪 名古屋 福　岡 札　幌
未確保
148社（6.4％）

確保済
2,153社
（93.6％）

平均：1.94人 平均：1.8人 平均：2.3人 平均：2.3人 平均：2.5人

未確保
131社（7.4％）

確保済
1,642社
（92.6％）

未確保
19社（5.4％）

確保済
330社

（94.6％）

未確保
2社（1.5％）

確保済
128社

（98.5％）

未確保
3社（4.0％）

確保済
72社

（96.0％）

（出典：企業統治研究会提出資料に基づき作成）

3つの要件を満たした場合

当該特別目的会社に資産を譲渡した会社から独立しているものと認め、当該特別会社に資産を
譲渡した企業の子会社に該当しないものと推定する。
当該特別目的会社に資産を譲渡した会社から独立しているものと認め、当該特別会社に資産を
譲渡した企業の子会社に該当しないものと推定する。
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